農地転用事業に関する協定書
　転用事業者（以下、「甲」という。）、隣接農地所有者（以下、「乙」という。）および隣接農地耕作者（以下、「丙」という。）は、下記土地において甲が施設の設置・事業等を行うにあたり、施設の運営と、下記農地における営農が円滑であるために、次のとおり協定を締結する。

記

○甲が転用事業を行う土地（以下、事業敷地という。）
	土地の所在
	地番
	地目
	地積（㎡）
	備考

	高森町
	
	
	
	

	高森町
	
	
	
	

	高森町
	
	
	
	



施設の目的

○乙が所有する事業敷地と隣接する農地（以下、隣接農地という。）
	土地の所在
	地番
	地目
	地積（㎡）
	備考

	高森町
	
	
	
	

	高森町
	
	
	
	


第１条　甲、乙および丙は、甲が施設の開設等を実施するに当たり、隣接農地において行われる営農と、施設設置および運営が円滑に行われるために、相互に特徴を理解し、協力する。
第２条　甲は、施設の計画（構造物の設計・配置、土地の造成方法、土留の方法、生活・雨排水の処理方法、隣接農地に対する影響等）について、農業振興地域からの除外申し出又は農地法申請前に十分な期間を取って、乙および丙に説明する。

第３条　甲、乙および丙は、それぞれの求めにより、施設計画や事業、営農に関する影響等に関して、説明又は立会いを求めることができ、求めがあった場合には協議を行う。
第４条　甲は、隣接農地において行われる営農活動により、適正に営農したとしても、農業特有の以下の状況が発生する可能性を理解した上で、施設を開設し、事業又は生活等を行うものとする。

１、果樹農地を中心に、病害虫の被害を防止するため、スピードスプレイヤーや動力噴霧器を用いて消毒液を散布する。主に早朝に作業を行うが、機械音が発生する。気象条件等により、消毒液が周辺に飛散することがある。
２、収穫時期を中心に、鳥等の有害鳥獣対策として、爆音機と呼ばれるガスや電子音等を用いて、大音量を発する器具を使用する。適正に利用しても、一定の音が周辺に届くことがある。
３、農作物の育成のために、各種肥料・農薬を使用する。気象条件等により、臭いが発生することがある。
４、果樹等の選定枝や葉、草刈りにより発生した草等を焼却することがある。気象条件により、煙や臭いが周辺に飛来することがある。

５、その他、農業活動に伴って、音や臭い・動植物等が発生することがある。
第５条　隣接農地において行う農薬散布により、農薬が事業敷地に飛散するおそれのある場合の防護方法は、甲、乙および丙の間で協議するが、原則として、甲が防護をするための施設を設置する。

第６条　甲が設置する構造物から、隣接農地までの距離（屋根がある場合には軒先からの距離）は、※　　　　　　　ｍ以上離して設置すること。

　　　　　（この条文の必要がある場合には、※欄に数値を記入する。）

第７条　甲は、乙または丙の営農活動に支障が生じないように、事業敷地に生える草や、農作物に対する病害虫を適正に管理・駆除すること。なお、除草剤を散布する場合は非農地用除草剤は使用しないこと。

第８条　甲は、農作物の病気を起こすおそれのある、ビャクシン類を植えないこと。

第９条　甲は、建売住宅・賃貸住宅・貸施設等の、事業敷地および建築物等の所有者又は利用者等（以下、利用者という。）が甲と異なる場合には、本協定書の内容を、責任を持って利用者に説明して内容を継承させること。

第１０条　甲、乙および丙は，本協定書に定めなき事項および本協定書の条項の解釈について生じた疑義については，法令および慣行に従い，誠意をもって協議し，解決するものとする。

　　　　本協定の成立を証するため本協定書を３通作成（農地所有者と耕作者が異なる場合には、耕作者の数だけ追加して作成）し、甲、乙および丙がそれぞれ１通ずつ保有する。
令和　　　　年　　　月　　　日
（転用事業者）
甲　　　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（隣接農地所有者）
乙　　　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（隣接農地耕作者）※所有者と同一の場合は同上と記載
丙　　　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

地区担当農業委員　
〃　 農地利用最適化推進委員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
